










































昨年度から本班研究が開始されたが、本年度は妊産婦死亡の実態を一層詳細に把握するた

めに、本調査の為の組織を再編成し強化すること、本調査に関する日母会員全体の意識の

向上をはかることの二点に重点をおいて置き、妊産婦死亡の対策樹立を目標とした。 

全国各都道府県における本調査担当者の合意を得るためと、調査に必要な資料を提供する

ために昨年度は昭和60 年 1月 27 日、本年度は昭和 61 年 2 月 2 日に全国担当者会議を開催

し、熱心な討議が行われた。 

本年度の「全国支部妊産婦死亡登録調査担当者連絡会」は 2月 2日、東京・日比谷のプレ

スセンターホールにおいて開催され、各支部担当者が集って、わが国における妊産婦死亡

の減少を目指して本研究班の行う実態調査の成果を向上させるために活発な意見の交換が

あった。これによって各支部および会員の意識の向上がはかられ、症例調査についての具

体的な協力活動が進んだため、次第に多くの症例が集まりつつある。現在はその進行過程

にあるので、本研究班は、本年度は昭和 55 年から 58 年までの間に日母で収集された 81

例の症例につきコンピューターで集計・分析し、将来のより精細かつ多数の分析に資する

ための研究資料として報告する。 

昭和 55～58年度の調査症例数は合計 81 例、対照症例は生存者 279 例で、両者の集計・分

析は同じ方法で行った。死亡群における主な所見を正常群と対比すると、以下の如くであ

る。 

1) 調査・研究のためのシステムづくり 

日本母性保護医協会においては、昭和 55 年より、独自に日母支部を通じて、妊産婦死亡例

の登録調査を実施していたが、その実績は必ずしも十分とはいえなかった。 

その理由は、前年度の報告書にも述べたが、支部医師会レベルでは情報が必ずしも十分に

把握しきれないことが最大のものであり、次に、会員の本問題に関する意識が高まってい

ないことにも大きな原因があるということが考えられる。 

そこで、前年度より、本班研究が開始されるにあたり、その主な目標を調査のための組織

を再編成することと、会員全員の意識の向上を図ることとの二点に重点を置いた。 


